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社会生活と法（副：法と社会）(4)

「診療情報開示と個人情報保護」

プライバシー・カルテ開示・個人情報保護

◆伝統的な守秘義務

◆カルテ開示・診療情報開示

◆個人情報保護法制

個人情報保護法第20条
個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の
防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じな
ければならない。

同25条
１ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ

の開示……を求められたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞
なく、当該保有個人データを開示しなければならない。

個人情報保護法制のポイント

◆個人情報保護法制の基本的スタンス

・個人情報保護法１条

「……個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護

することを目的とする」

◆個人情報の取扱いにおける透明性の確保

その際のキーポイントは個人情報の利用目的

◆個人情報の取扱いにおける本人関与の保障

伝統的な守秘義務

刑法134条 医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士、弁護

人、公証人又はこれらの職にあった者が、正当な理由がないのに、

その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたとき

は、6月以下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。

保健師助産師看護師法42条の2 保健師、看護師又は准看護師は、正

当な理由がなく、その業務上知り得た人の秘密を漏らしてはならな

い。保健師、看護師又は准看護師でなくなった後においても、同様と

する。

同第44条の3 第42条の2の規定に違反して、業務上知り得た人の秘

密を漏らした者は、6月以下の懲役又は10万円以下の罰金に処する。

診療情報の開示――これまでの経緯

1998（平成10）.6.厚生省「カルテ等の診療情報の活用に関する

検討会（座長：森島昭夫上智大教授）」報告書――「［診療情報

について］法律上開示請求権及び開示義務を定めることには

大きな意義があり、今後これを実現する方向で進むべきである

と考える。」

日本医師会：医療審議会などで、情報開示には肯定的であって

も、その法制化には否定的な姿勢を示す――開示法制化の速

やかな実現に結びつくには至らなかった。

診療情報の開示――指針の制定

1999.4.日本医師会――医療従事者側の自主的な取組みとして、

「診療情報の提供に関する指針」を制定し、診療記録の閲覧・謄

写請求に対して、原則としてこれに応じることを定めた。

1999.2.「国立大学付属病院診療情報提供指針」

1999.10. 「都立病院診療情報提供指針」

2000.7. 「国立病院等診療情報提供指針」

2002.10.日本医師会「診療情報の提供に関する指針［第2版］」――

遺族（法定相続人に限定）に対する開示を認めた。

2003.6.「診療に関する情報提供等の在り方に関する検討会」報告

書――ガイドライン（案）の提示，開示の法整備は見送り

2003.9.医政局長通知医政発第0912001号「診療情報の提供等に関

する指針の策定について」
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診療情報の提供等に関する指針

１本指針の目的・位置付け，２定義，３ 診療情報の提供に関する

一般原則，４医療従事者の守秘義務，５診療記録の正確性の

確保，６診療中の診療情報の提供

７診療記録の開示

（１）診療記録の開示に関する原則，（２）診療記録の開示を求め得

る者，（３）診療記録の開示に関する手続，（４）診療記録の開示

に要する費用

８診療情報の提供を拒み得る場合

９遺族に対する診療情報の提供

10 他の医療従事者からの求めによる診療情報の提供

11 診療情報の提供に関する苦情処理

12 診療情報の提供に関する規程の整備

個人情報保護法制の整備と医療

・個人情報取扱いに当たっての利用目的の特定

・利用目的の本人への通知または公表

・（本人の同意なしの）個人情報の目的外利用禁止

・（本人の同意なしの）個人情報の第三者提供禁止

・（本人からの）個人情報の開示・訂正・利用停止請求

・（本人からの）苦情に対する対応

個人情報保護法

個人情報保護法（正式には，「個人情報の保護に関する法律」）が2003

年5月に制定された。そのうち，個人情報の適正な取扱いに関する基

本法としての規定を定める第1～3章は直ちに施行され，個人情報取

扱事業者（個人情報データベースなどを事業の用に供している民間

の事業者）の具体的な義務や罰則などを定める第4～6章は2005年4

月1日に施行された。同法のほか，

国の行政機関の具体的義務については「行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律」が，

独立行政法人等の具体的義務については「独立行政法人等の保有す

る個人情報の保護に関する法律」が，

地方公共団体については個人情報保護条例が，規定している。

個人情報保護法制

民間部門 公 的 部 門

（義務・罰則） 行政機関 行政法人 地方公共団体

個人情報保護法（2003.5.30.成立）：基本法（1章・
総則，2章・国及び地方公共団体等の責務等，3章・個人情報
の保護に関する施策等）の部分は公布時03.5.30に施行）

個人情報
保護法
(4～6章) 
(2003.5成立,  
05.4施行)

行政機関
個人情報
保護法
(2003.5成立,  
05.4施行)

独立行政機
関等個人情
報保護法
(2003.5成立,  
05.4施行)

各地方公共

団体・個人情

報保護条例

個人情報保護法とOECDガイドライン

◆1970年代，欧米各国で個人情報保護法が制定された。この動きに対

応するため、1980年にOECD（経済協力開発機構）が「プライバシー

保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関する理事

会勧告」を採択し、その附属文書でいわゆるOECD８原則が提示さ

れた。

◆1995年にはEU（欧州連合）指令95/46号「個人データ処理に係る個人

の保護及び当該データの自由な移動に関する欧州議会及び理事会

の指令」が出され、「加盟国は、個人データの第三国への移転は、当

該第三国が十分な水準の保護を確保している場合に限って行うこと

ができることを定めなければならない」（25条1項要約）と規定された。

個人情報保護法制定の経緯

平成11年11月――高度情報通信社会推進本部個人情報保護検討

部会（座長：堀部政男中央大学教授。平成11年7月～）「我が国に

おける個人情報保護システムの在り方について（中間報告）」
（OECD勧告の強い影響）

平成12年10月――情報通信技術(IT)戦略本部個人情報保護法制化

専門委員会（委員長：園部逸夫前最高裁判事。平成12年1月～）

「個人情報保護基本法制に関する大綱」

平成13年3月――旧法案国会提出（平成14年12月廃案）

平成15年3月新法案（旧法案4～8条の基本原則――①利用目的によ

る制限；②適正な取得；③正確性の確保；④安全性の確保；⑤透明

性の確保――の削除，著述業者に義務免除，報道の定義，義務
免除者への提供に対する制裁不行使）提出，同年5月23日成立，

30日公布。
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定 義

第2条 １ この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する

情報であって、当該 情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述

等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に

照合することができ、それにより特定の個人を識別することができる

こととなるものを含む。）をいう。

２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含

む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるよ

うに体系的に構成したもの

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索するこ

とができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの

定 義

３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データ

ベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、次に掲げる者を

除く。

一 国の機関

二 地方公共団体

三 独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成十五年法律第五十九号）第二条第一項に規定す

る独立行政法人等をいう。以下同じ。）

五 その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利利

益を害するおそれが少ないものとして政令で定める者

定 義

４ この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構

成する個人情報をいう。

５ この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、

開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者へ

の提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、

その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるも

のとして政令で定めるもの又は一年以内の政令で定める期間以内に

消去することとなるもの以外のものをいう。

６ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によっ

て識別される特定の個人をいう。

個人情報取扱事業者の義務：利用目的

第15条 １ 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱う

に当たっては、その利用の目的（以下「利用目的」とい

う。）をできる限り特定しなければならない。

２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合に

は、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理

的に認められる範囲を超えて行ってはならない。

事業者の義務：利用目的による制限

第16条 １ 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、

個人情報を取り扱ってはならない。

３ 前２項の規定は、次に掲げる場合については，適用しない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要

がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の

定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、

本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとき。
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個人情報取扱事業者の義務：利用目的の通知・公表

第18条 １ 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あら

かじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用

目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

４前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三

者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合

二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報

取扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合

［三，四，略］

個人情報取扱事業者の義務：第三者提供

第23条 １ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あ

らかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供しては

ならない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であっ

て、本人の同意を得ることが困難であるとき。

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必

要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令

の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合で

あって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるとき。

個人情報取扱事業者の義務：開示

第25条 １ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別され

る保有個人データの開示・・・を求められたときは、本人に対し、政令

で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなけれ

ばならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当

する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する

おそれがある場合

二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及

ぼすおそれがある場合

三 他の法令に違反することとなる場合

個人情報・個人データ・保有個人データ

個人に関する情報

(死者の情報

個人識別性
のない情報)

個人情報

個人データ

保有個人データ

(散在
情報)

(①取扱いの
委託を受け
た情報，②
存否を明ら
かにできな
い情報，③
短期間で消
去する情報)

［法24～30条が適
用される――開示・訂

正請求等の対象となる］

［法19～23条が適用される――第

三者提供禁止］

［法15～18条が適用される――目的の制限・適正取得］

（宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説〔第３版〕』23頁参照）

附帯決議と医療に関する個別法

◆衆議院個人情報保護に関する特別委員会――「五 医療，金融・

信用，情報通信等，国民から高いレベルでの個人情報の保護が求

められている分野について，特に適正な取扱いの厳格な実施を確

保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に検討

すること」

◆参議院個人情報の保護に関する特別委員会――「五 医療（遺伝

子治療等先端的医療技術の確立のため国民の協力が不可欠な分

野についての研究・開発・利用を含む），金融・信用，情報通信等，

国民から高いレベルでの個人情報の保護が求められている分野に

ついて，特に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個

人情報を保護するための個別法を早急に検討し，本法の全面施行

時には少なくとも一定の具体的結論を得ること」

個人情報の保護に関する基本方針
2004（平成16）年4月2日閣議決定

2008（平成20）年4月25日一部変更
2009（平成21）年9月1日一部変更（消費者庁設置）

「個人情報の保護に関する基本方針」――政府が，個人情報保

護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るために制定。

――「個人情報の性質や利用方法等から特に適正な取扱いの

厳格な実施を確保する必要がある分野については，各省庁に

おいて，個人情報を保護するための格別の措置を各分野（医

療，金融・信用，情報通信等）ごとに［早急に検討し，法の

全面施行までに，一定の結論を得る］講じるものとする。」
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個人情報保護と医療

◆厚生労働省医政局「医療機関等における個人情報保護のあり方

に関する検討会」（平成16年6月～12月）

●医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイドライン（平成16.12.24）

［本ガイドラインが対象としている事業者の範囲は、①病院、診療所、

助産所、薬局、訪問看護ステーション等の患者に対し直接医療を

提供する事業者……であり、いずれについても、個人情報保護に

関する他の法律や条例が適用される、国、地方公共団体、独立行

政法人等が設置するものを除く。ただし、医療・介護分野における

個人情報保護の精神は同一であることから、これらの事業者も本

ガイドラインに十分配慮することが望ましい。］

「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

Ⅲ医療・介護関係事業者の責務等

１．利用目的の特定等（法第15条、第16条）

２．利用目的の通知等（法第18条）

３．個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保
（法第17条、第19条）

４．安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第20条～
第22条）

５．個人データの第三者提供（法第23条）

６．保有個人データに関する事項の公表等（法第24条）

７．本人からの求めによる保有個人データの開示（法第25条）

８．訂正及び利用停止（法第26条、第27条）

９．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法第29条、第30条）

１０．理由の説明、苦情対応（法第28条、第31条）

診療情報の目的外利用・第三者提供

法16条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

……特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を

取り扱ってはならない。

法23条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじ

め本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。

ガイドライン24頁 「第三者への情報の提供のうち、患者の傷病の回復

等を含めた患者への医療の提供に必要であり、かつ、個人情報の利

用目的として院内掲示等により明示されている場合は、原則として黙

示による同意が得られているものと考えられる。」

・院内掲示等で公表すべき，医療関係事業者の通常の業務で想定され

る利用目的→ガイドライン別表２→それを踏まえて作られた，日本医

師会『医療機関における個人情報の保護』書式１「利用目的に関する

院内掲示」

個別法の要否について（医療）

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会「医療機関

等における個人情報の保護に係る当面の取組について」（平16・12・24日）

「医療機関等における個人情報保護のための措置としては、個人情報

保護法、同法第６条第３項措置の内容も含んで作成されたガイドライン

（案）、刑法及び各資格法等に定められた守秘義務規定並びに『診療

情報の提供等に関する指針』が適用されることとなり、医療分野の個

人情報については、他の分野に比べ手厚い保護のための格別の措置

が講じられることになることから、現段階においては、個人情報保護法

の全面施行に際し、これらの措置に加えて個別法がなければ十分な保

護を図ることができないという状況には必ずしもないと思われる。」
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診療情報提供指針と個人情報ガイドラインの相違

◆診療情報提供指針では死者の情報も対象となっている――ガイドラ

インⅠ8では，（ガイドラインの対象とはならないとしつつも）指針の

手続に従うものと言及された。

９ 遺族に対する診療情報の提供

○ 医療従事者等は、患者が死亡した際には遅滞なく、遺族に対し

て、死亡に至るまでの診療経過、死亡原因等についての診療情報

を提供しなければならない。

○ ……診療記録の開示を求め得る者の範囲は、患者の配偶者、

子、父母及びこれに準ずる者（これらの者に法定代理人がいる場合

の法定代理人を含む。）とする。

○ 遺族に対する診療情報の提供に当たっては、患者本人の生前

の意思、名誉等を十分に尊重することが必要である。

診療情報提供指針と個人情報ガイドラインの相違

◆患者に代わって開示を求めることができる者に「患者が成

人で判断能力に疑義がある場合は、現実に患者の世話をし

ている親族及びこれに準ずる者」が含まれている――ガイド

ラインに明記されていない。

開示を請求できる者：指針

【診療記録の開示を求め得る者】

○ 診療記録の開示を求め得る者は、原則として患者本人とするが、次

に掲げる場合には、患者本人以外の者が患者に代わって開示を求

めることができるものとする。

① 患者に法定代理人がいる場合には、法定代理人。ただし、満15歳

以上の未成年者については、疾病の内容によっては患者本人のみ

の請求を認めることができる。

② 診療契約に関する代理権が付与されている任意後見人

③患者本人から代理権を与えられた親族及びこれに準ずる者

④ 患者が成人で判断能力に疑義がある場合は、現実に患者の世話

をしている親族及びこれに準ずる者

開示を請求できる者：法・施行令

【個人情報保護法第29条】

３ 開示等の求めは、政令で定めるところにより、代理人

によってすることができる。

【個人情報保護法施行令第8条】

法第29条第3項の規定により開示等の求めをすることができ

る代理人は、次に掲げる代理人とする。

一 未成年者又は成年被後見人の法定代理人

二 開示等の求めをすることにつき本人が委任した代理人

指針８ 診療情報の提供を拒み得る場合

○ 医療従事者等は、診療情報の提供が次に掲げる事由に該当する場合には、診

療情報の提供の全部又は一部を提供しないことができる。

① 診療情報の提供が、第三者の利益を害するおそれがあるとき

② 診療情報の提供が、患者本人の心身の状況を著しく損なうおそれがあるとき

＜①に該当することが想定され得る事例＞

・ 患者の状況等について、家族や患者の関係者が医療従事者に情報提供を行っ

ている場合に、これらの者の同意を得ずに患者自身に当該情報を提供すること

により、患者と家族や患者の関係者との人間関係が悪化するなど、これらの者

の利益を害するおそれがある場合

＜②に該当することが想定され得る事例＞

・ 症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとしても、患者

本人に重大な心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼす場合

※ 個々の事例への適用については個別具体的に慎重に判断することが必要であ

る。

ガイドラインⅢ７(2)開示の例外

開示することで、法第25条第１項の各号のいずれかに該当する場合は、そ

の全部又は一部を開示しないことができる。具体的事例は以下のとおりである。

（例）

・患者・利用者の状況等について、家族や患者・利用者の関係者が医療・介護

サービス従事者に情報提供を行っている場合に、これらの者の同意を得ずに

患者・利用者自身に当該情報を提供することにより、患者・利用者と家族や患

者・利用者の関係者との人間関係が悪化するなど、これらの者の利益を害す

るおそれがある場合

・症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとしても、

患者本人に重大な心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼ

す場合

※個々の事例への適用については個別具体的に慎重に判断することが必要

である。また、保有個人データである診療情報の開示に当たっては、「診療情

報の提供等に関する指針」の内容にも配慮する必要がある。
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個人情報の保護に関する基本方針
2008（平成20）年4月25日一部変更

１（２）② いわゆる「過剰反応」を踏まえた取組

昨今、プライバシー意識の高まりや個人情報を取り扱う上での戸惑い等の様々

な要因から、社会的な必要性があるにもかかわらず、法の定め以上に個人情

報の提供を控えたり、運用上作成可能な名簿の作成を取り止めたりするなど、

いわゆる「過剰反応」が生じている。

国民生活審議会は、「個人情報保護に関する取りまとめ（意見）」（平成19年6月
29日）において、法の具体的な内容の広報・啓発等、いわゆる「過剰反応」対策

に万全を期することを求め･･･ている。

国は、･･･事業者及び国民に対する広報・啓発に積極的に取り組むものとする。
また、各地方公共団体においては、３の(2)の①にあるように、住民へ周知する

ための積極的な広報活動に取り組むことが求められる。

また、いわゆる「過剰反応」が生じる背景には、個人情報によって識別される特

定の個人（以下「本人」という。）が自らの個人情報の取扱いに不安を感じている

ことも一因としてあると考えられることから、法の適切な運用等により、個人情報

の適切な取扱いを図っていく必要がある。

個人情報の保護に関する基本方針
2008（平成20）年4月25日一部変更

１(3) 国際的な協調

･･･また、法のルール及び基本方針に基づいて個人情報保護の取組を推進するに

当たっては、ＯＥＣＤをはじめとして、アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）、欧州連合

（ＥＵ）等様々な場で進められている国際的な取組を踏まえ、プライバシー保護に

関する越境執行協力等、国際的な協調を図っていくとともに、併せて我が国の法

制度についても国際的な理解を求めていくことが重要である。

２(5) 個人情報の保護に関する国際的な取組への対応

ＯＥＣＤでは、プライバシー法執行の越境的な課題が検討され、ＡＰＥＣでは、越境

的なプライバシー規則の構築や、情報共有、調査・執行の越境協力の課題が検

討されている。こうしたＯＥＣＤ、ＡＰＥＣにおける取組やＥＵ等で進められている取
組を踏まえ、事業者の自律的な取組を尊重する我が国の法制度（１の(2)の③参

照）との整合性に留意しつつ、１の(3)に基づく国際的な協調の観点から、我が国

として必要な対応を検討していくものとする。また、「プライバシー保護法の執行
に係る越境協力に関するＯＥＣＤ勧告」（平成19年6月12日採択）に基づき、消費

者庁は、各省庁と協力し、必要な対応・措置を検討する。

個人情報の保護に関する基本方針
2008（平成20）年4月25日一部変更

６(1)② 消費者等の権利利益の一層の保護

･･･消費者等、本人の権利利益保護の観点から、以下に掲げる点を考慮した記述
を盛り込み、本人からの求めに一層対応していくことも重要である。

・保有個人データについて本人から求めがあった場合には、ダイレクトメールの発
送停止など、自主的に利用停止等に応じること。

・委託の有無、委託する事務の内容を明らかにする等、委託処理の透明化を進め
ること。

・事業者がその事業内容を勘案して顧客の種類ごとに利用目的を限定して示したり、
事業者が本人の選択による利用目的の限定に自主的に取り組んだりするなど、
本人にとって利用目的がより明確になるようにすること。

・個人情報の取得元又はその取得方法（取得源の種類等）を、可能な限り具体的に
明記すること。

また、事業者において、個人情報の漏えい等の事案が発生した場合は、二次被
害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り事実関係等を公表す
ることが重要である。

医療・介護関係事業者個人情報ガイドライン

◆平成22年9月17日一部改正

Ⅲ ９．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法第29条，第30

条）

――開示等の求めの方法は書面によることが望ましいが，患

者・利用者等の自由な求めを阻害しないため，開示等の求め

に係る書面に理由欄を設けることなどにより開示等を求める

理由の記載を要求すること及び開示等を求める理由を尋ねる

ことは不適切である。

www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

医療等情報個別法制定への動き

◆厚生労働省

社会保障分野サブワーキンググループ及び

医療機関等における個人情報保護のあり方に関する検討会

の合同開催

・第１～９回（平成24年4月12日～9月12日）

◆「医療等分野における情報の利活用と保護のための環境整備

のあり方に関する報告書」（平成24年9月18日）

www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/
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www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

参 考資料

◆厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガ
イドライン等

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/

◆診療情報の提供等に関する指針

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/150916-b.pdf

◆診療情報の提供等に関する指針の策定について

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/150916-a.pdf

◆個人情報保護法

http://www.caa.go.jp/seikatsu/kojin/houritsu/index.html
http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/houseika/hourituan/index.html
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